
小児・周産期医療体制整備
事業費

保健・疾病対策課 H30予算

国民健康保険運営安定化等
事業費（一般会計）

健康福祉政策課
国民健康保険室 H30予算

福祉医療費給付事業費

健康福祉政策課 H30予算 4,389,740 H29当初 4,365,195

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

地域における小児・周産期医療を確保するため、医療機関の連携を図り、患
者の症状に応じた対応が可能な医療提供体制を整備します。

　　　・小児救急電話相談事業（＃8000）の実施
　　　・小児初期救急医療センターへの運営費の補助
　　　・小児救命救急センターへの運営費の補助
　　　・小児の在宅医療連携事業を実施する医療機関への補助
　　　・周産期医療連絡協議会の開催
　　　・周産期母子医療センターへの運営費の補助

*小児救急電話相談（＃8000）に納得した割合：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　96.4％(2016年度)→90％以上(2018年度)

健康福祉部

平成30年８月から中学校卒業までの子どもの医療費について現物給付方式
を導入し、医療費の窓口負担を軽減します。

　　　１　福祉医療費給付事業補助金
　　　　　・市町村が行う乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等の医療費自己
　　　　　  負担分の給付に要する費用に対して補助金を交付（補助率１/２）
（新）２　国民健康保険特別会計繰出金
　　　　　・中学校卒業までの子どもの医療費の現物給付化により生じる国民
　　　　　  健康保険国庫負担金等の減額調整額相当額を繰出

平成30年度から、新たに県が市町村とともに国民健康保険の運営を担うた
め、国民健康保険特別会計を設置するとともに、一般会計からも所要の経費
を繰り出し、安定的な財政運営や効率的な事業の確保を図ります。

　　　１　保険基盤安定負担金
　　　　　・低所得者等の保険料（税）軽減措置に対する費用負担
（新）２　国民健康保険特別会計繰出金
　　　　　・高額な医療費による財政リスク軽減に要する費用の繰出
　　　　　・県及び市町村の財政の安定化に要する費用の繰出
　　　　　・特定健康診査、特定保健指導の実施に要する費用の繰出
　　　　　・国民健康保険の保険者として県が実施する事業に要する費用の
　　　　　　繰出
（注）Ｈ29当初の金額には、平成30年度に特別会計に移行する財政安定化基
　　　金事業費(3,113,419千円）を含んでいます。

　

18,035,258 H29当初(注) 20,290,579

320,671

 (一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

321,693 H29当初
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

がん対策総合推進事業費

保健・疾病対策課 H30予算
[債務負担行為額]

薬事管理課 H30予算

認知症施策総合推進事業費

（拡）・認知症疾患医療センターの整備
　　　・認知症施策推進協議会の開催
　　　・医療従事者向け認知症対応力向上研修の実施
　　　・若年性認知症コーディネーターの配置
　　　・認知症予防県民運動の推進

保健・疾病対策課 H30予算

医薬品適正使用・環境整備
事業費

8,164

がん対策を推進するため、がんの予防、早期発見から医療、緩和ケア、就労
支援まで広範にわたる対策を総合的に実施します。

　・がん患者の実態把握、予防、医療の向上を目的としたがん登録の実施
　・がん診療連携拠点病院等への機能強化を目的とした補助
　・緩和ケア研修会の実施
　・社会保険労務士による就労相談
　・がん予防や検診に関する普及啓発の実施

*がん検診受診率（５大がんの単純平均）：47.7％（2016年度)→50％（2023年度)

156,360 H29当初 173,645
[1,398]

安全な医薬品の流通確保及び適正使用を図るため、医薬品の使用状況等の
調査・研究、品質検査を実施するとともに、薬局の地域包括ケア等への貢献
や健康サポート機能の充実に向け、かかりつけ機能の強化を目指します。

　１　ジェネリック医薬品使用促進事業
　２　患者のための薬局ビジョン推進事業
　３　医薬品有効性確保・副作用対策事業

認知症の人ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療・介護・
福祉の充実と連携による総合的な支援を行います。

*認知症疾患医療センター設置数：３箇所(2016年度)→５箇所(2018年度)

（一部　地域医療介護総合確保基金活用事業）

22,822 H29当初 18,373

H29当初 7,132
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

信州あいサポート運動推進
事業費

障がい者支援課 H30予算

障がい者スポーツ振興事業
費

障がい者支援課 H30予算

長野県社会福祉協議会活
動支援事業費

地域福祉課 H30予算

*あいサポーター数（単年）：10,635人(2016年度)→12,000人(2018年度)

　１　信州あいサポート運動の推進
　　　・あいサポート推進員の設置
　　　・あいサポーターの募集及び研修
　　　・あいサポートメッセンジャーの養成・派遣
　　　・あいサポート企業・団体の認定
　２　ヘルプマークの導入促進
（新）・ヘルプマークの作成、配布
（新）・公共交通機関等と連携したヘルプマークの広報

障がい者が日常的にスポーツに親しむことができる環境を整備するため、各
種大会の開催、競技スポーツの普及、一般スポーツ関係団体等との連携強化
により、障がい者スポーツの振興を図ります。

　１　障がい者スポーツ振興事業
（新）・障がい者スポーツ体験イベントの開催、障がい者スポーツ環境づくり
　　　　事業の実施
　　　・障がい者スポーツ指導員養成研修事業の実施
　　　・長野車いすマラソン大会、障がい者スポーツ大会（地区大会及び
　　　　県大会）、県障がい者スキー大会等の開催
　２　長野県障がい者スポーツ協会業務支援事業
　　  ・障がい者スポーツ振興活動に対する助成

*障がい者の主なスポーツ大会、イベント、教室等の参加者数：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,933人(2016年度)→18,200人(2018年
度)
(一部　福祉基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

64,223 H29当初 61,449

6,064 H29当初 3,827

社会福祉活動を振興するとともに、県民の福祉の向上を図るため、長野県社
会福祉協議会が実施する次の事業に対し助成します。

　１　日常生活自立支援事業
  ２　福祉サービスに関する苦情解決事業
  ３　生活福祉資金貸付事業
　４　ボランティア活動支援事業
　５　住民支え合い活動支援事業
  ６　県社協活動基盤支援事業

*ボランティア活動者数：278,812人（2016年度）→280,000人（2018年度）

201,960 H29当初 193,941

誰もが暮らしやすい共生社会実現のため、障がい特性や必要な配慮等を理
解し、手助けを実践する「信州あいサポート運動」を推進し、援助や配慮が必
要な方が周囲に知らせることができる「ヘルプマーク」を新たに導入します。
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

母子保健推進事業費

保健・疾病対策課 H30予算 66,479 H29当初 71,499

妊娠から子育てまでの一貫した支援を進めるため、乳幼児の成長・発達支
援、若者への妊娠・出産に関する正しい知識の普及、不妊に関する相談など
を行います。
　
　　　１　信州母子保健推進センター事業
　　　　　・市町村への技術支援等の実施
　　　２　妊娠・出産相談支援事業
　　　　　・妊娠・出産・育児に関する電話相談
　　　　　・高校生等若者への妊娠・出産に関するセミナーの実施
（拡）３　女性の健康ライフ支援事業
　　　　　・女性特有の心身の悩みに関する相談
　　　　　・不妊専門相談の実施
　　　４　思春期保健事業
　　　　　・思春期特有の悩みに関する相談
　　　　　・思春期ピアカウンセラーの育成

*産後うつスクリーニング実施市町村数：69市町村(2016年度)→75市町村(2018年度)
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県有施設省エネ化推進事業
費

環境エネルギー課 H30予算
[債務負担行為額]

信州エネルギーマネジメント
支援事業費

環境エネルギー課 H30予算

【新】

生活排水課 H30予算

自然保護課 H30予算

環境部

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県有施設の省エネルギー化に率先して取り組み省エネルギー効果を発信す
ることにより、県内の温室効果ガスの排出削減を促進します。

（新）・障がい者福祉センターＥＳＣＯ事業
　　　・照明ＬＥＤ化推進事業（長野中央警察署　ほか警察関係117施設）
（新）・照明ＬＥＤ化推進事業（消防学校　ほか54施設）

*県有施設の温室効果ガス削減目標：68,102ｔ-CO2（2018年度）

16,159 H29当初 10,009
[375,300]

CO2の削減余地が見込まれる中小規模事業所の省エネ対策を支援するととも

に、大規模事業所の省エネ対策を引き続き促進します。

（新）・専門家による中小規模事業所を対象とした省エネ診断
（新）・事業者の省エネ状況を比較できる指標（ベンチマーク）の作成
　　　・事業活動温暖化対策計画書制度による大規模事業者の省エネ促進

*省エネ診断受診事業者数：40事業者（2018年度）

26,552 H29当初 26,958

流域下水道下水熱概略ポ
テンシャルマップ作成事業
費

未利用エネルギーである下水熱の普及拡大を図るため、流域下水道管路の
下水熱潜在量などを示したマップを作成します。

　　　・下水熱潜在量の調査
　　　・賦存熱量を色分けし存在位置を示したマップの作成

22,300 H29当初 0

魅力ある自然公園づくり事
業費

県内の美しい自然環境の保全と利用を図るため、自然公園等の地域指定促
進策を検討するとともに、地域の意向を反映した公園管理体制の構築を進め
ます。

（新）・県立自然公園等活用検討のための基本コンセプト及び実現手法の
　　　　調査、検討
　　　・県立自然公園に係る「協働型管理運営体制」を構築するための
　　　　地域会議の設置、運営

*自然公園利用者数：3,607万人(2016年度)→3,665万人(2018年度)

11,458 H29当初 17,798
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

資源循環推進課 H30予算 6,794 H29当初 4,185

資源循環システム構築事業
費

「ごみ減量日本一」継続のため、県民や市町村等と協働し、食品ロス削減等に
よる廃棄物の３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の取組を推進します。

（新）・地域循環圏の形成に向けた研修会等の開催
　　　・テレビCMや新聞広告など、様々な媒体を活用した啓発

*1人1日当たり一般廃棄物排出量：836ｇ(2015年度)→795ｇ（2020年度）

*産業廃棄物総排出量：4,529千t（2015年度） → 4,358千t（2020年度）

（一部　環境自然保護基金活用事業）
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安全登山普及推進事業費

山岳高原観光課 H30予算

山岳遭難防止対策事業費

山岳高原観光課 H30予算

「信州産」マーケティング事
業費

H30予算

【新】
信州観光ブランド戦略的
発信・販売促進事業費

観光誘客課 H30予算

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

観光部

山岳遭難を未然に防止するため、登山者への指導や啓発活動を行うととも
に、登山者が自ら学んで安全登山につながる取組を展開します。

（新）・登山に関する学びの場「信州山岳アカデミー」の開設
　　　・夏山常駐・秋山特別パトロール隊の設置
　　　・涸沢山岳総合相談所の運営
　

*山岳遭難による死傷者数：211人（2017年）→202人（2018年）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

登山安全条例に基づき、登山計画書提出の周知を図るとともに、安全に登山
を楽しむための情報発信を行います。

（新）・ウェブ上で安全登山に関する学びの情報を発信
（新）・首都圏の山岳関係者を対象とした安全登山セミナーの開催
　　　・登山計画書の届出、回収環境の整備

*山岳遭難による死傷者数：211人（2017年）→202人（2018年）

5,894 H29当初 8,586

39,426 H29当初 66,531

県産品の販路開拓・拡大を図るため、信州マーケティング戦略担当参与を中
心に、複数部局の県関係者が一体となり、実効性のあるマーケティング活動を
展開します。

   ・マーケティング活動の部局横断的な推進体制の強化
　 ・銀座ＮＡＧＡＮＯを活用した県産品商談会の開催
　

*マーケティング活動による成約金額：600,000千円

山岳高原観光課
信州ブランド推進室 15,996 H29当初 5,301

観光事業者の観光商品開発やウェブを活用した情報発信を促進するため、研
修会・商品発表会等を実施します。

　 ・商品開発研修会・ワークショップ開催
　 ・造成商品発表会および商談会、旅行商品造成支援

*旅行商品造成・支援数：20本

（地方創生推進交付金活用事業）

11,809 H29当初 0
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

信州デスティネーション
キャンぺーン事業費

観光誘客課 H30予算

スポーツコミッション運営
事業費

観光誘客課 H30予算

「滞在・周遊型」観光の推進を図るため、「信州アフターＤＣ」を中心に全県的
な観光誘客キャンペーンを実施します。

　 ・ウェブサイト、ＳＮＳ等を活用したデジタルプロモーション
　 ・ＪＲ主要駅等でのビジュアル展開及び、テレビ・ラジオ等でのメディア広報
　 ・おもてなしイベント、「手を振ろう！運動」等の受入体制整備

*観光消費額：7,396億円
*延べ宿泊者数：2,015万人

50,000 H29当初 110,000

2020年東京オリンピック・パラリンピックやラグビーワールドカップ2019™の事前
合宿等の誘致に向け、市町村等と連携した誘致活動を強化し、地域経済の活
性化を図ります。

(新) ・合宿誘致アドバイザーの設置
　　  ・スポーツコミッションの運営

*ヨーロッパの競技団体と市町村のマッチング　５件

7,393 H29当初 6,677
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水田農業競争力向上推進
事業費

　 　　　　 1,998ha（2016年度）→2,445ha（2018年度）

　615経営体（2016年度）→683経営体（2018年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

農業技術課 H30予算

産地パワーアップ事業
補助金

農業技術課 H30予算

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

農政部

本県水田農業の体質を強化するため、園芸品目等の導入による経営の複合
化や県産米の高品質化、オリジナル品種の生産拡大、徹底したコスト削減を
推進し、競争力・ブランド力・収益力の向上を図ります。

　　１　水田経営の複合化の推進【競争力ＵＰ】
　　    水田農家への最適な複合作物の導入提案や地域に適した作物の実証
        展示ほの設置、複合作物の作付に必要な農業機械等の導入支援
　　２　県産米の品質向上・オリジナル品種のブランド化【ブランド力ＵＰ】
　   　 １等米比率の高位安定に向けたプロジェクトチームの設置と課題解決
　　　　に向けた技術指導の展開、オリジナル米「風さやか」の作付拡大や認
        知度向上のためのＰＲ活動
　　３　徹底したコスト削減【収益力ＵＰ】
　　　  効率的な生産体系に向けた経営改善指導の実施や省力化技術の
　　　　導入に向けた現地検討会の開催と普及推進

*実需者ニーズの高い県オリジナル品種の作付面積：

*米の１等米比率の全国順位：2位（2016年度）→1位（2018年度）

攻めの農業の展開に向け経営体質や生産体制を強化するため、国の事業を
活用し、次世代を担う農業者等が実施する施設整備や高収益作物・栽培体系
への転換を図る取組を総合的に支援します。

　　１　高性能な農業機械等の導入
　　２　集出荷施設・乾燥調製施設等の整備

　　　　・事業主体　農業者、農業生産法人、市町村、ＪＡ等
　　　　・補 助 率　 1/2以内

*農産物産出額（穀類・果樹・野菜・花き・農産加工）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,112億円（2016年度）→2,174億円（2018年
度）

420,000 H29当初 800,000

*5ha以上の効率的な水田農業経営体数：

273,013 H29当初 278,938

9



　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

信州農業生産力強化対策
事業補助金

園芸畜産課 H30予算

園芸産地強化対策整備事
業補助金

園芸畜産課 H30予算

信州ワインバレー産地育成
事業費

園芸畜産課
農業技術課 H30予算

50,000 H29当初 43,500

長野県農業の生産力強化を図るため、生産者団体等での革新的新技術の普
及やマーケットニーズに対応した産地の育成等を支援します。

（新）１　県試験場等で開発した技術の導入
　　　２　生産施設・機械等の導入

　　　　　・事業主体　市町村、農業者団体等
　　　　　・補助率　　 1/2以内

*果樹戦略品種等の栽培面積：1,884ha（2016年度）→2,042ha（2018年度）

*りんごの高密植・新わい化の栽培面積：257ha（2016年度）→382ha（2018年度）

*夏秋期のレタス、はくさい、キャベツの全指定産地出荷量に占める契約取引割合：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 36.1％（2016年度）→37.0％（2018年度）

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

生産・流通コストの低減や高品質で付加価値の高い園芸産物の生産・供給体
制の確立を図るとともに契約取引を推進するため、集出荷貯蔵施設等の産地
基幹施設の整備を支援します。

　　　１　集出荷貯蔵施設の整備
　　　２　処理加工施設の整備
　　　３　生産技術高度化施設の整備

　　　　　・事業主体　農業協同組合、農業法人等
　　　　　・補助率　　 1/2以内

*生産量(レタス)：205,800t(2016年度)→192,230t(2018年度)

*生産量(トマト)：20,300t（2016年度)→ 24,053t(2018年度)

*生産量(りんご):142,100t(2016年度)→155,805t（2018年度)

1,198,000 H29当初 256,207

「信州ワインバレー構想」を推進するため、ワイン産地の形成に向けた人材育
成やワイン用ぶどうの安定生産に係る取組を支援します。

　　　・ワイン用ぶどう生産やワイナリーの起業を目指す担い手を育成
　　　・健全なワイン用ぶどう苗木の生産拡大を支援
　　　・県内のワイン用ぶどう栽培関係者のプラットフォームを運営し、気象
　　　　データの収集や双方向ネットワークを活用した研究を推進

*ワイン醸造用品種の栽培面積：207ha（2016年度）→226ha（2018年度）

10,189 H29当初 13,938
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

多面的機能支払事業費

農地整備課 H30予算

中山間地域農業直接支払
事業費

 *協定面積：9,500ha（2022年度）

農村振興課 H30予算

農業資産等観光活用推進
事業費

農地整備課
園芸畜産課 H30予算

農業・農村の有する多面的機能（国土保全、水源かん養、景観形成等）の維
持・発揮を図るため、農地、水路、農道等の地域資源を適切に保全管理する
ための共同活動などを支援します。

　　　１　畦畔の草刈り、水路の泥上げ、農道の砂利補充などの地域資源の
　　　　　基礎的保全活動を支援
　　　２　水路、農道、ため池等の軽微な補修や、農村環境保全のための活動
　　　　　を支援
　　　３　老朽化が進む農業用施設の長寿命化のための活動を支援
　　　４　市町村が行う活動組織に対する確認事務等の支援
　
　　　　 　・事業主体　　活動組織、市町村等
　　　　 　・交付率　　　 定額

*多面的機能支払保全活動取組面積：40,459ha(2018年度)

中山間地域において、農業生産活動を維持していくため、集落内での話し合
いに基づく自律的かつ継続的な耕作や農道等の維持・管理等の取組を支援
します。

　　　１　耕作放棄の発生防止活動や水路・農道等の泥上げ、草刈り等の農業
　　　　  生産活動等を支援
　　　２　農業生産性の向上や女性・若者等の参画を得た取組等、体制整備の
　　　　  ための前向きな活動を支援

　　　　　・事業主体　　協定締結集落、市町村等
　　　　　・交付率　　　 定額

1,980,000 H29当初 1,912,000

1,202,806 H29当初 1,191,833

信州の疏水・ため池などの「農業資産」や「釣り」の魅力を観光資源として活用
し、地域振興を図ります。

（新）・ＰＲ冊子を編集し「農業資産」の魅力を県内外に発信
　　　・棚田の持続的な管理・運営体制の構築
（新）・全国棚田サミットの開催支援
　　　・釣りを核とした地域振興の企画立案の助言・指導

*新たに観光資源として環境整備された疏水等の箇所数：5か所（2018年度）

*釣りによる地域振興を図る取組への指導箇所数：1か所（2018年度）

（一部 ふるさと農村活性化基金活用事業）

6,174 H29当初 4,159
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道路照明灯LED化事業費

道路管理課 H30予算
[債務負担行為額］

住民主導で作る地域の防
災マップへの支援事業費

砂防課 H30予算

全国都市緑化信州フェア推
進事業費

都市・まちづくり課
全国都市緑化信州フェア推進室 H30予算

環境配慮型住宅普及促進
事業費

建築住宅課 H30予算
[債務負担行為額] [31,000]

持続可能な脱炭素社会を構築するため、自然エネルギーなどを活用した快適
で環境にやさしい環境配慮型住宅の新築やリフォームへの支援を実施しま
す。

　　　１　省エネ基準を満たし、県産木材を活用した新築住宅への補助
　　　　  ・助成額：30万円～80万円
　　　　  ・自然エネルギー導入、子育て世帯へは補助額を加算
（新）２　省エネルギー化リフォームへの補助
　　　　  ・助成率：助成対象工事費の1/5
　　　　  ・助成上限額：50万円
　　　　  ・自然エネルギー導入へは補助額を加算

*新築：161件（2016年度）→150件（2018年度)
*リフォーム：124件（2016年度）→285件（2018年度）

188,760 H29当初 126,180

建設部

46,645 H29当初 25,859
[739,518]

23,920 H29当初 16,120

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

道路照明灯にかかる電気料と維持管理経費を削減するとともに、二酸化炭素
排出量の削減のため、水銀灯やナトリウム灯をLED灯に交換します。
平成30年度は、交換済み以外の全県の県管理道路において、10年間のリー
ス契約により、道路照明灯をLED灯に交換します。

※経費削減効果（２年目～１０年目）：30,559千円／年

土砂災害から人命を守るため、関係部局と連携を図りつつ、危険箇所を把握
するとともに、地域で過去に発生した災害等の伝承も取り込みながら、地域の
特性を踏まえた地域ごとの防災マップを作成します。

*地域防災マップ作成市町村数：35市町村（2017年度）→43市町村（2018年度）

368,116 H29当初

緑豊かな潤いあるまちづくりを推進するため、平成31年度に開催する第36回
全国都市緑化信州フェアの会場整備や実施運営に向けた各種準備業務を行
うとともに、広報宣伝活動等の実施により、県民参加による開催機運の醸成を
図ります。

*フェアの来場者数：500,000人（2019年6月）

82,567
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

住宅・建築物耐震改修総合
支援事業費

建築住宅課 H30予算

空き家適正管理促進事業費

建築住宅課 H30予算

信州木のある暮らし推進事
業費

建築住宅課 H30予算

第二期公共施設耐震対策
事業費

施設課 H30予算
[債務負担行為額]

3,066 H29当初 11,362

2,867

2,210,059 H29当初 1,273,516
[382,408]

“信州の木”のある暮らしの魅力を発信するため、木造建築物の表彰、木造建
築の担い手確保に向けた啓発及び二地域居住者向けコンパクト住宅の普及
促進を実施します。

　　　・優良な木造建築物への「“信州の木”建築賞」表彰
　　　・中学校への大工技能者の派遣実習の実施
　　　・二地域居住者向けコンパクト住宅のモデルプランのPR

*コンパクト住宅プレゼンテーション来場者数：62人（2016年度)→80人（2018年度)

地震から県民の生命及び財産を保護するため、防災上重要な拠点等となる県
有施設の耐震性能の強化や、県有施設の吊り天井の落下防止等の耐震対策
を計画的に進めます。

　・耐震診断　19棟
　・設計　67棟
　・工事、監理　45棟

住宅や避難施設となる建築物等の耐震化を促進するため、市町村と協調し、
建物所有者が行う耐震診断・改修へ補助するとともに、耐震改修に関する住
宅所有者向けの相談会を実施します。

　　　・戸建住宅等の耐震診断、耐震改修（限度額100万円）への補助
（新）・耐震改修に関する住宅所有者向け相談会の実施
（新）・改修事業者の技術力向上のための講習会や改修事業者のリスト化

*住宅の耐震診断：896件(2016年度)→1,008件(2018年度)
*耐震改修：168件(2016年度)→250件(2018年度)

91,149 H29当初 81,733

市町村が取り組む空き家対策に技術的な支援を行うため、専門家派遣等を実
施するとともに、増加する空き家の適正管理と円滑な流通を促進するため、既
存住宅現況検査（インスペクション）費用等への補助を行います。
　
　　　・空き家対策セミナーの開催
 　　 ・課題解決に取り組む市町村へ専門家を派遣
　 　 ・既存住宅現況検査費用・売買瑕疵保険料への補助

*既存住宅現況検査件数：30件（2018年度）
*売買瑕疵保険加入件数：20件（2018年度）

2,867 H29当初
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

中央新幹線活用地域振興
事業費

リニア整備推進局 H30予算

建設政策課
技術管理室 H30予算

意欲と熱意ある建設企業が活躍できる環境を整備するため、県発注工事で優
れた工事等を実施した技術者及び企業を表彰します。

　・優良技術者表彰（一般部門、若手部門）

4,485 H29当初

*優良技術者表彰申請者数：505名(2016年度)→500名以上(2018年度)

928 H29当初 967

建設産業活力向上支援事
業費

4,419

リニア中央新幹線の整備効果を広く県内に波及させ、地域の振興を図るた
め、関係自治体や有識者、経済界等の意見を広く取り入れながら、リニア関連
構想の実現に向けた検討を進めます。
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電気事業

１　経営の安定
　　  ・西天竜発電所の大規模改修
　　  ・小渋第２発電所出力増強
　　　・県管理ダムを活用した新規発電所建設
　　　・春近発電所大規模改修に係るＰＦＩ活用推進
２　地域への貢献、地域との共存・共栄　（一般会計への繰出し）
（新）・地方創生積立金からの繰出し
　　　・長野県こどもの未来支援基金への繰出し
　　　・省エネルギー推進支援積立金からの繰出し
３　リスクマネジメント
（新）・施設運転管理情報共有システムの整備（電気・水道事業共通）
（新）・ドローン活用による危機管理機動力強化
４　未来・先端技術への挑戦
（新）・水素ステーション実証モデル事業

企業局 H30予算
[債務負担行為額]

末端給水事業

１　経営の安定
 　　 ・施設・管路の耐震化の推進
      ・老朽化対策の推進
　　　・音圧ロガー漏水監視機器の整備
２　地域への貢献、地域との共存・共栄
　　　・天龍村の簡易水道施設整備に係る事務の代替執行
　　　・高齢者元気応援システム（ASA System)の実証実験
（新）・音圧ロガー漏水監視機器貸出しによる市町村の有収率向上支援
３　リスクマネジメント
　　　・「安心の蛇口」の整備（２か所）
　　　・諏訪形浄水場浄水池の増設
（新）・施設運転管理情報共有システムの整備（電気・水道事業共通）
４　未来・先端技術への挑戦
（新）・水道工事の建設現場への週休２日の導入及び女性活躍応援事業

企業局 H30予算
[債務負担行為額]

用水供給事業

１　経営の安定
      ・施設・管路の耐震化の推進
      ・老朽化対策の推進
２　リスクマネジメント
（新）・災害時市村応急給水支援体制の整備
（新）・施設運転管理情報共有システムの整備（電気・水道事業共通）
３　未来・先端技術への挑戦
（新）・水道工事の建設現場への週休2日の導入及び女性活躍応援事業(再掲)

企業局 H30予算
[債務負担行為額] [50,000] [債務負担行為額] [189,000]

[488,244] [債務負担行為額] [1,087,000]

基幹施設・管路の耐震化、老朽化した機器の更新など、経営戦略の着実な推進を
図るとともに、危機管理体制の強化や、未来・先端技術への挑戦に取り組みます。

1,930,193 H29当初 2,194,473

7,210,704 H29当初 7,276,070

企業局

[341,996] [債務負担行為額] [3,545,257]

基幹施設・基幹管路の耐震化や有収率向上対策の拡充、「安心の蛇口」の整備な
ど、経営戦略の着実な推進を図るとともに、水道事業の新たな役割を見据えた地域
貢献や、危機管理体制の強化、未来・先端技術への挑戦などに取り組みます。

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

西天竜発電所の大規模改修や春近発電所のPFI活用の推進など経営戦略の着実
な推進を図るとともに、県管理ダムを活用した新規発電所の建設や、地方創生推進
支援のための新たな地域貢献、未来・先端技術への挑戦などに取り組みます。

5,736,487 H29当初 4,425,537
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